
                                                                         

入 札 公 告 

 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

平成２３年 ６月 ２日 

独立行政法人環境再生保全機構 

契約担当職 理事 武川 明夫 

１．競争入札に付する事項 

（1） 件 名 

石綿健康被害救済部 情報業務課業務に係る業務補助者の確保 

（2） 仕様等 

入札説明書及び仕様書による。 

（3） 期 間 

契約締結日から平成２４年 ２月２８日まで 

（4） 入札方法 

① 入札金額については、業務に要する一切の費用を含めた額とする。 

② 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５％に相当する額を加

算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の 105 分の 100 に相当する金額を入札書に記

載すること。 

 

２．競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

(1) 競争入札に参加することができない者 

① 当該契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。 

② 契約事務取扱細則第 5 条の規定に該当しない者であること。 

（2） 平成２２・２３・２４年度競争参加資格(全省庁統一資格)の「役務の提供等」において、入札の

前日までに「Ａ」、「Ｂ」、又は「Ｃ」の等級に格付けされ、競争参加資格を有する者であること。 

(3) 上記(２)の資格を有する者のうち、随時審査を受けた者にあっては、「資格審査結果通知書」の

(写し)を入札日までに提出できる者であること。 

(4)  入札説明書の交付を受け、入札説明会に出席した者であること。 

 

３．契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先等 

(1) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０番 ミューザ川崎セントラルタワー９階 

独立行政法人環境再生保全機構 

石綿健康被害救済部企画調整課 渡辺、日野 

電話 ０４４-５２０-９６１４  ＦＡＸ ０４４－５２０－２１９３ 

(2) 入札説明書の交付期間 

本公告の日から平成２３年 ６月１４日(火) までの次の時間帯とする。 



土曜日、日曜日を除く。午前 10:00～12:00／午後 13:00～17:00 

(3) 入札説明会の日時 

平成２３年 ６月１４日(火)  １６時００分～ 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０番 ミューザ川崎セントラルタワー８階 

独立行政法人環境再生保全機構 第３会議室 

 

４．競争執行の日時及び場所 

（1） 入札 

平成２３年 ６月２４日（金） １４時００分～ 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０番 ミューザ川崎セントラルタワー８階 

独立行政法人環境再生保全機構 第３会議室 

   （2） 開札 

      入札終了後直ちに開札する。 

 

５．入札保証金に関する事項 

免除する。 

 

６．入札の無効 

入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は

無効とする。 

 

７．契約書作成の要否 

要 

 

８．契約情報の公表 

   (1)落札及び随意契約の公表 

     契約を締結したときは、後日、当該契約情報を当機構のホームページにおいて公表する。 

(2)「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に伴う公表 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成

22 年 12 月 7 日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約をする場合

には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について、情報を公開するな

どの取組を進めるとされているところです。 

これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公表するこ

ととしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募又

は契約の締結を行っていただくようご理解とご協力をお願いいたします。 

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなされていただき

ますので、ご了知願います。 

①公表の対象となる契約先 

     次のいずれにも該当する契約先 

１）当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相当職以上

の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職していること 



２）当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること 

※予定価格が一定の金額を超えない契約や光熱水費の支出に係る契約等は対象外 

②公表する情報 

     上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結日、契

約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。 

    １）当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構 OB）の人数、職名及び当機構に

おける最終職名 

    ２）当機構との間の取引高 

    ３）総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分のいずれかに該

当する旨３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

    ４）一者応札又は一者応募である場合はその旨 

   ③当方に提出していただく情報 

    １）契約締結日時点で在職している当機構 OB に係る情報（人数、現在の職名及び当機構におけ

る最終職名等） 

2）直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高 

   ④公表日 

    契約締結日の翌日から起算して原則 72 日以内（4 月に締結した契約については原則 93 日以内） 

 

９．落札者の決定方法 

当機構が定める予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落札者

とする。 

 

10．その他 

詳細は入札説明書による。 


